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資　料
　　　KASB公・開草案
「財務会計概念体系」（訳）
河　　　榮　徳
訳者はしがき
　この資料は，2002年8月，韓国会計研究院・会計基準委員会（KASB）に
よって「公開草案第02－18号」として公表された「財務会計概念体系」の本文
を訳出したものである。この公開草案には，本文の前に要約が付されている
が，ここではそれを省暗した。
　「財務会計概念体系」は，企業の財務報告目的を明確にして，これを果たす
のに有用な財務会討の基礎概念を提供することを目的としているが，その特徴
として，次のことをあげることができる。
（1）概念体系の適用範囲を「財務諸表」からr一般目的財務報告」に拡張
し豆概念体系の最上位概念である財務報告の目的をより具体的に提示してい
る。
（2）財務諸表の作成とかかわる基本仮定，財務会計の基本的な特徴である発
生主義会討，財務諾表の体系および相互関連性などを説明してい飢
（3）損益計算書の基本要秦を包括利益，収菟費用，差益及び差損で区分し
て提示している。
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（迅）財務諸表の基本要素の測定属僅として，歴史的原価（取得原価）と歴史
的現金受取額ゴ公正価値，企葉特有価値，償却後価額および純実現可能価値と
履行価額を提示している。
（5）公正価値または企業特有価値の測定のために使われる現在価値の測定方
法として豆名冒キャッシュフローを割引する方法，キャッシュブローの期待値
を割引する方法および確実性等価額で測定されたキャッシュブローを割引する
方法を提示したことである。
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第ユ章序論
概念体系の目的
1I本概念体系は，企業の財務報告の目的を明確にし，これを達成するために
　有用な財務会計の墓礎概念を提供することを目的にする。本概念体系で財務
　報告というのは，外部情報利用者のための一般目的財務報告を意昧する。本
　概念体系は，特に，財務報告の申心的手段である財務諸表に関する基礎概念
　に重点を置いているが，その期待される役割は次のとおりである。
（・）会計基準制定機構が会計基準を制定または改正するさいに適用する財務
　　会計の基本方向と一貫性ある指針を提供する。
　（b）財務諸表の利用者が会討基準により作成された財務諾表を解釈するのに
　　役立つように，財務諸表作成に使われる基本仮定と議概念を提示する。
　（・）財務諸表の作成者が会計基準を解釈・適用して財務諸表を作成・開示す
　　るさい，または特定の取引または経済的事件に対する会計基準が不備な場
　　含に適用することができる一貫した指針を提供する。
（a）外部監査人が監査意見を表明するために会計基準の適用の遺正性を判断
　　するさい，・または特定の取引または経済的事件に対する会討基準が不備な
　　場合会計処理の遭正性を判断するさいに意見形成の基礎となる一貫した指
　　針を提供する。
2．本概念体系は会計墓準ではないので，具体的な会計処理方法や闘示に関す
　る基準を決めることを目的としない。したがって，概念体系の内容が特定会
　計基準と相反する場合には，概念体系がその会計基準に優先しない。
3．本概念体系は，会計基準制定機構が会計基準を制定または改正するさいの
指針を提供するので，両着の剛二相反する事項は徐々に滅少するだろう。本
概念体系は，会計基準制定機構が全般的な会計環境の変化や企業実務の変化
　を考慮する必要があると判断する場合には改定することができる。
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内容および適用範囲
4．本概念体系の主要内容は，次のとおりである。
　（a）財務報告の目酌
（七）会詐晴報の質的特性
（・）財務諾表
　（d）財務諸表の基本要素
（・）財務諸表の基本要素の認識
（f）財務諸表の塞本要素の測定
5．本概念体系は，一般目的の財務報告に包括的に適用されるが，営利企業の
財務諸表の作成と開示に限定されるものではない。ただし，本概念体系の制
　定にさいして，非営利組職の特殊性は考慮されなかった。事業説明書や経営
者が内部管理目的で作成する報告書または税務報告の目的のために作成する
報告書などのような特殊目的の報告書は，本概念体系の適用対象外である
　が，関違規定が許容する範囲内で本概念体系を適用することができる。
財務報告
6．財務報告は，企業外部の多様な利害関係者の経済的意思決定のために，経
　営者が企業実体の経済的資源と義務，経営成果などに関する財務情報を提供
　することをい㌔財務報告は企業実体の会計システムに墓づく財務諸表に
　よって行われるが，その他の手段によっても財務情報は提供されうる。この
　ような情報提供は，監督規定による要求，慣習または経営者の白発的判断に
　よって行われる。
7．財務報告は，次のような方法を通じて企業外部の利害関係者に情報を提供
　する。
（・）財務諾表：もっとも中心的な財務報告の手段として企業実体の経済的資
　　源と義務，そして資本とこれらの変動に関する情報を提供するもので，注
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　釈を含む。重要な会計方針や資源（資産）および義務（負債）に対する代
　　替的測定値に関する説明などのような注釈は，財務諾表が提供する情報を
　　理解するのに必須要素として会計基準に従って作成された財務諾表の重要
　　な部分と認められる。
（b〕財務報告のその他の手段1経営者分析および展望，そして株主に対する
　　書簡のような，上に提示された方法以外の手段によっても財務情報が提供
　　できる。
8　財務報告のその他手段で提供される財務情報には，財務諸表に報告される
には適切でないが鶉財務惰報利用者の意恩決定に適合した情報がみな含まれ
る。事業報告書は，財務諾表とともに企業の財務情報を提供する財務報告の
手段の例で，一般的に非財務情報を含む。また，ニュース報道，経賞者予
測，企業の社会的・環境的影響に対する説明などは財務諸表で提供されない
財務情報または非財務情報の例である。
9　財務諾表は，企業が外部の惰報利用者に財務惰報を伝達する中心的手段と
　して一般的に貸借対照表，損益計算書，資本変動表，キヤッシュフロー表で
構成され，注釈（刷益剰余金処分討算を含む）を含む。財務諾表は，伝達し
ようとする情報の性格を充実に表す範囲内で，財務状態報告書，経営成果報
告書、資本変動報告書（または所有主持分変動報告書），キャッシュフロー
報告書などの代替的な名称で使用できる。
財務諸表の作成責任
ユ0，企業実体の経営者は、企業外部の利書関係者に財務諾表を作成して報告す
　る一次的な責伍を負う。
ユユ．経営者は，会討基準に基づいて真実かつ適正な財務諾表を作成しなければ
　ならない。また，会討基準の許容範囲内で遺正な会計処理方法を選択して、
　これを一貫性のあるように適用し，合理的な判断と推定をしなけ牝ばならな
60 早稲田商学第396号
い。
財務情報の利用者
12．企業実体が提供する財務情報の利用者は，大きく分けて投資者，債権者お
　よびその他の情報利用者と区分することができる。
　（・）投資者は，企業実体が発行した持分証券（株式）または債務証券（社
　　債）に投資した者などをいう。
　（b〕債権者は，企業実体に対して法的債権を持っている資金貸与者などをい
　　い，場合によって供給者，顧客，従業員を含む。本概念体系ではバラグラ
　　フ内容によって債券投資者を投資者または債権者グループに分類する。
　（・〕その他の情報利用者は，経営者，財務分析家と信用評価機関のような情
　　報伸介人，租税当局，監督・規制機関および一般大衆などをいう。
13・パラグラフユ2／o）で経営者を除くその他の情報利用者は，投資者および債権
　者と違い企業実体に対して直接的な利害関係をもたない。経管者は，財務諸
　表の作成者であると同時に利用者とみることができる。
14・投資者と債権者は，企業実体に対して直接的な利害関係があり，現在およ
　び潜在的投資者と債権者は，企業実体の将来の現金創出能ヵの評価のための
　共通的な情報需要を持つ。株式投資者（株主）と債券投資者の場合，投資収
　益と投資額の回収は，企業実体の現金創出能力によって直接影響を受ける。
　資金貸与者と供給者の場合も，利子と元金または供給対価の回収が企業実体
　の現金創出能力によって直接影響を受けることがある。また，顧客は製晶の
　品質保証能力を判断するため，そして従業員は投入した労動力に対する給与
　の受取可能性を判断するために企業実体のキヤヅシュプローに対する関心を
　・持つ。
ユ5．その他情報利用者も，企業実体の将来の現金創出能力に関心を持つ。投資
　者と債権者に投資・信用情報を提供する財務分析家や信用評価機関は，投資
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者および債権者と同様に情報雷要を持つ。そして，租税当局，監督・規制機
　関と一般大衆も，企業実体の財務的側面に対して投資者および債棒者の場合
　と類似の関心を持つ。
16企業実体に投資している所有主（株主）の場合，パラグラフユ4に記述され
　た情報需要とともに、投資した資源が経営者によってよく保全され，効率的
　に運用されているかを評価するために企業実体に対する情報需要を持つ。
環境的考慮
！7．財務報告の目的と財務諸表の作成方法は，経済，社会，制度的環境によっ
　て影響を受けており，また重大な環境の変化がある場合，これを適切に反映
　しなければならない。例えば，企業集団の縞合財務請表は，わが国の企業の
　特異な支配構造のために現在作成・開示されている。しかし，今後そういう
　環境的要因が消滅すれば，企業集団の結合財務諾表の作成は必要になくなる
　こともありうる。
第2章　財務報告の目的
財務報告目的の具体化
18、財務報告の目的は、財務会計の概念体系の最上位概念として第1章のパラ
　グラフ14ないし16に記述された財務情報の利用者の情報需要から導出され
　る。また，このように導出された財務報告の目的は，第3章以下で記述され
　る概念体系の内容を具体化する土台となる。
19．投資者と債権者は，企業の財務情報をもっとも多く使用する代表的な外部
　利用者であり，かれらの意思決定は経済的資源の配分に重大な影響を及ぽ
　す。したがって，本概念体系は，投資者と債棒者の意思決定のための情報を
　中心に財務報告の目的を具体化する。投資者と債権者に対する情報仲介人
　も，かれらと同様の情報需要を持つ。そして投資者と債権者に有用な財務情
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　報は，情報仲介人以外のその他情報利用者にも有用でありうる。
20．一般的な財務報告の目的は，投資および与信意思決定に有用な惰報を提供
　するものである。投資および与信意思決定に有用な情報は，投資からの将来
　キャッシュフローの予測のために企業実体の将来キャッシュフローを予測す
　るのに有用な情報として具体化できるし，企業実体の将来キャッシュフロー
　予測のためには、企業の経済的資源とそれに対する請求権，そして経営成果
　の測定値を含む請求権の変動に関する情報が提供されなければならない。ま
　た、このような財務的惰報は，経営者の受託責任を評価するさいに活用でき
　るので，パラグラフ33と34でかかる目的を具体的に記述する。
投資および与信意思決定に有用な情報の提供
2L財務報告は，企葉実体に対する現在および潜在的投資者と債権者が合理的
　な投資意思決定と与信意思決定をするのに有用な情報を提供しなければなら
　ない。投資者と債権者に有用な情報は，社会全体的な資源配分の効率性を高
　めるのに寄与する。
22、財務報告によって提供される情報は，企業実体の経済的活動に対してある
　程度の知識を持っている投資者と債権者なら理解できる情報ではなければな
　らない。しかし、一部投資者および債権者に理解されにくいとか利用されな
　いという理由で，意思決定に適合した情報が抜け落ちてはならない。
23．パラグラフ2！と22の情報利用者には，多様な投資者と債権者が含まれる。
　長期または短期投資，企業との直接取引または仲介人を通じる投資，低リス
　クまたは高リスクの投資をする個人投資者，機関投資者および債権者がみな
　含まれる。
将来キャッシュフローの予測に有用な情報の提供
24．現在および潜在投資者と債権者が合理的意恩決定をするためには，投資ま
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　たは与信などで期待される将来現金流入を予測しなければならない。このよ
　うな将来現金流入は，将来の酉己当または利子と将来の株式売却価額または債
　券の満期価額などである。したがって，財務報告は投資または与信などから
　受取るべき将来現金の大きさ，時期および不確実性を評価するのに有用な情
　報を提供しなければならない。また，そういう将来現金流入は，企業実体の
　将来現金創出能力に依存するので，財務報告は，当該企業実体に流入される
　将来純キャッシュフローの大きさ，時期および不確実性を評価するのに有用
　な情報を提供しなければならない。
25現在および潜在的株式投資者は，企業価値を評価し，これを現在の株式価
　格と比べて株武の売却または買入の可否の意思決定をする。企業価値の評価
　は，将来の期待配当と投資リスクなどに基づくので，財務報告はこのような
　評価に有用な情報を提供しなければならない。
26現在および潜在的債券投資者は，社債の価値を評価し，これを現在の社債
　価格と比べて社債の売却または買入の可否の意思決定をする。社債の価値
　は，発行会社の債務履行能力（利息および元金償還能力）によって決まる。
　また，資金貸与者および供給者のような債権者も当該企業の債務履行能力ま
　たは信用リスクを評価して意思決定をする。したがって，財務報告は，企業
　実体の債務履行能力または信用リスクの評価に宥用な情報を提供しなければ
　ならない。
27企業は営業活動により創出される純キャッシュフローを利用して企業維持
　に必要な投資をし，配当および利子を支払い，債務を償還する。したがっ
　て，企業の将来現金創出能力は，配当および利子の支払いと債務履行能力に
　影響を及ぼし，株式および社債の価値も影響を受ける。このように投資者と
　債権者に対する将来現金流入額と株式および社債の価値は，当該企業の将来
　純キャッシュフローに直結されているので，財務報告は，企業実体に流入さ
　れる将来純キヤッシュフローの大きさ，時期および不確実性を評価するのに
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宥用な情報を提供しなければならない。
財務状態，経営成果、キャッシュフ〔1昌およぴ資本変動に関する情報の提供
28．投資者と債権者は，投資または与信などからの将来現金流入を予測するか
　企業実体の将来純キヤッシュフローを予測するために多様な財務惰報を要す
　る。したがって，’財務報告には企業実体が保有している経済的資源とその資
　源に対する請求権’そして経営成果の測定値を含むかかる請求権の変動に関
　する情報とキャッシュフロー情報を提供しなければならない。すなわちヨ財
　務報告は，企業実体の財務状態，経営成果，キャッシュフローおよび資本変
　動に関する惰報を提供しなければならない句
29．企業実体の経済的資源，義務および資本に関する財務状態情報は，投資者
　と債権者が当該企業実体の財務健全性と流動性を評価するのに有用である。
　財務健金陸は，企業の長期的な債務履行能力を評価する要素であり，流動佳
　は，短期的な償務履行能力を評価する要素である。費産項目の一部と大部分
　の負債項目は，企業実体に対する将来現金流出入の直接的源泉である。ま
　た，資産，負債および資本に対する情報は，資本利益率を測定して企業実体
　の経営成果を適切に評価するための必要な根拠を提供する。
30．一定期間における企業実体の経営成果ゴすなわち会計利益とその構成要素
　に関する情報は，企業の将来純キャッシュフローを予測するのに有用であ
　る。発生主義によって測定された利益情報は、現金主義による成果測定値よ
　り企業実体の経営成果をもっとよく表すし，現在の会計利益は，現在の純
　キャヅシュフローより企業実体の将来純キャヅシュフ1ゴーの予測にもづと有
　用であると認識されているむ
3L」定期間におけるキャヅシュブロー情報は，企葉実体が営業活動で新たに
　創出した純キャヅシユフロー，投資活動、資金の借入れと償遼，現金配当を
　含む資本取引，および企業の流動性に関する情報を提供する。
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32。企業実体の資本変動に関する情報は，一定期間の間に発生した企業実体と
　所有主（株主）の問の取引内容を理解し，所有主に帰属する利益および配当
　可能利益を把握するのに有用である。
経営者の受託責任評価に有用な情報の提供
33．経営者は，所有主から委託された資源を保全し，これを効率的に運用する
　責任があり，財務諸表は，経営者の受託責任の履行などを評価することがで
　きる情報を提供する。企業が上場された場合，経営者は，現在の株主だけで
　はなく将来の株主と一般大衆に対しても受託責任を負うようになる。また，
　企業と経営者に社会的問題に対する特定のまたは広範囲な責任が要求された
　りする。例えば，深刻な環境問題による環境改善に対する杜会的要求は，企
　業と経営者に自然環境に対する新しい責任を付加することがあるし，この場
　合経営者は，企業の環境影響を測定して環境改善のための企薬の活動と成果
　を評価・報告しなければならないであろう。
34。企業実体の経営成果に対する情報は，会計利益を申心に測定されており，
　経営者の受託責任履行を評価する主な情報として使われる。しかし，企業実
　体の経営成果は，経営者の能カだけではなくマクロ経済状況や原資材の価格
　上昇など経営者が統制することができない要因によっても影響を受けるの
　で，財務諸表に基づいて経営者の受託責任履行を評価する場合，このような
　環境要因を考慮しなければならない。また，経営者の長期的意思決定の結果
　は，相当な期聞が経過した後その効果が現われることがあるので，財務諸表
　は経営者の受託責任履行の評価のための情報を充分に提供することができな
　い。経営成果以外の他の財務的情報，例えば，キャッシュフロー，流動比率
や負債比率のような情報も，場合によって経営者の受託責任履行の評価のた
　めの情報として使用されることができる。
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第3章　会計情報の質的特性
質的特性の意義
35、財務報告の目的が達成きれるためには，財務諸表によって提供される情報
　　（以下「会詐晴報」という）が，情報利用者たちの意悪決定に有用でなけれ
　ばならない。会計情報の質的特性とは、会計情報が有用であるために備えな
　ければならない主要属性をいい，会計情報の有用性の判断基準になる。
36．会言十情報の質的特性は，会計墓準の制定機構が会計墓準を制定または改正
　するとき，代替的会計方法を比較評価することのできる判断基準になる。ま
　た，会計情報の質的特性は，経営者と監査人が会計政策を選択または評価す
　るとき，また，会計情報の利用者が企業が使用した会計方法の適切性の可杏
　を評価するときに判断基準を提供する。
37．会計情報が備えなければならないもっとも璽要な質的特性は，関連性と信
　頼性である。特定取引を会言十処理するとき，代替的な会計処理方法が許容さ
　れる場合，関連性と信頼性がより高い会計方法を選択するときに会計情報の
　有用性が増大される。関連性（信頼性）の程度が類似していれば，信頼性
　（関違性）がもっと高い会計方法が選択されなければならない。しかしラ関
　連陸と信頼性のうちどれ一つがまったく喪失された場合，その情報は有用な
　情報になれない。会計情報の比較可能性は，関連佳と信頼性くらい重要な質
　的特性ではないが，関連性と信頼性を備えた情報が企業間比較または期間比
　較が可能な場合，会計情報の有用性が高められる。会計情報の質的特性は，
　費用と便益，そして重要性の制絢要因のもとで考慮されなければならない。
38一会計墓準の制定機構が会計墓準を制定または改正するときには，会計情報
　の捷僕および利用に必要となる費用がその僅益より小さくなければならな
　い。会計項目の性格と大きさの重要性を考慮するとき，情報利用者の意思決
　定に差をもたらさないと判断される情報は，質的特性の評価対象から除かれ
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　る。
39会計情報の有用性は，最終的に情報利用者によって判断され，このような
　判断は，当面した意思決定の性格，意思決定の方法，提供される会計情報が
　新しい情報であるかの可否，意思決定者の惰報処理能力など多くの要因に
　よって影響を受ける。したがって，すべての情報利用者に最大の有用性を持
　つ会計情報は，存在することができないが，会計墓準の制定機構は，情報利
　用者の情報理解能力と財務藷表作成者の負担を同時に考慮して，多様な情報
　利用者に有用な情報が提供できるように会計基準を制定しなければならな
　い。このとき情報利用者は，企業の経済活動および会計に対する知識を持っ
　ており，会計情報を理解するために努カすることが仮定される。
関連憧
40．会計情報が晴報利用者の意思決定に有用であるためには，その情報が意思
　決定目的と関違性をもたなければならない。すなわち，関連性ある情報は，
　情報利用者が企業実体の過去，現在または将来事件の結果に対して予測する
　のに役立つか，または，そういう結果に対する惰報利用者の過去の期待を確
　認または修正することができるようにすることで，意思決定に差をもたらす
　ことができる惰報をいう。ここで事件とは，企業実体の財務状態と経営成果
　などに影響を及ほす取引と外部的影響を意味する。このような関連性は，会
　計情報が意思決定時点に利用可能になるように適時に提供されるとき，有効
　に確保することができる。
仙．パラグラフ40で記述されたように，関運性ある会計情報は，予測価値また
　はフィードバック価値を持たなければならない。予測価値とは，情報利用老
　が企業実体の将来の財務状態，経営成果，純キャッシュフローなどを予測す
　るのにその情報が活用できる能カを意味する。例えば，半期財務諸表によっ
　て発表される半期利益は，当該隼度の年聞利益を予測するのに活用すること
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　ができる。
42、プィードバック価値は，提供される会詐膚報が企業実体の財務状態，経営
　成果、純キャッシュプローなどに対する情報利用者の当初の期待値（予測
　値）を確認またば修正されるようにすることで意恩1決定に影響を及ぼすこと
　ができる能力をいう。例えば，ある企業の投資者が特定会計年度の財務諸表
　が発表される前にその年とその翌年の利益を予測していたとしよう。ところ
　で財務諾表に発表された当該年度の利益が当初の利益予測値より低い場合，
　投資者はその翌年の利益予測値を下方修正するようになる。この例で当該年
　度の報告利益は，ブィードバック価値を持っている情報である。
43、会計情報が予測価値またはフイ』ドバック価値を持たなければならないこ
　とぱ，情報利用者の投資および与信意思決定が将来に対する予測に基づいて
　行われるからである。財務講表によって提供きれる会計情報は，適去に対す
　るものであるが，このような過去情報が膚報利用者に有用でありうる根本的
　理由は，この情報が将来に対する予測の根拠として活用できるからである。
44。会計情報が膚報利用者に有用であるためには，その情報が意思決定に反映
　されるように適時に提供されなければならない。適時性のある情報からと
　いづて必ず関連性を持つことではないが，適蒔に提供されない情報は，与え
　られた意思決定に利用することができないので関連性を喪失するようにな
　る。しかし，適時性ある情報を提供するために信頼性を犠牲する場合がある
　ので、経菅者ば，情報の適時性と信頼性闇の均衡を考慮しなければならな
　いo
信頼性■
45昔会計情報が情報利用者の意思決定に宥用であるためには，信頼しうる情報
ではなければならない。会計情報の信頼性は，次の要素で構成される。第一
　に会計情報は，その情報が表そうとする対象を充実に表現していなければな
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　らないし，第二に客観的に検証可能な情報ではなければならないし，第三に
　中立的な情報ではなければならない。
46、会計情報が信頼性をもつためには，その惰報が表わそうとする対象，すな
　わち，企業実体の経済的資源と義務，そしてこれらの変動をもたらす取引お
　よび事件を充実に表現しなければならない。したがって，表現の充実性は，
　財務諸表上の会計数値が会計期末現在の企業実体の保有する資産および負債
　の大きさや資本の変動を充実に表していなければならないことを意味する。
　もし会計数値がその測定対象の大きさを間違って表しているならば，そうい
　う測定値は，信頼することのできない情報になる。例えば，事実上の回収不
　可能な売上債権が回収可能なものように貸借対照表に計上さるならば，この
　売上債権の測定値は，表現の充実性を喪失した情報になる。
47，表現の充実性を確保するためには、会計処理対象になる取引および事件の
　形式よりはその経済的実質によって会計処理して報告しなければならない。
　取引や事件の経済的実質は，法的形式または外見上の形式といつも一致する
　とはかぎらない。例えば呈リ←スの法的形式は賃借契約であるが，リ←ス利
　用者がリース資産で創出される経済的便益の大部分を享受して当該リース資
　産と関運するリスクを負担する場合がある。この場合リース利用者は，リー
　ス資産の経済的便益を享受する対価として当該資産の公正価値相当額および
　関連金融費用を支払う義務を負う。このようなリースは，経済的実質の観点
　から資産と負債の定義を満たすので，リース利用者は，リース取引の関違資
　産と負債を認識しなければならない。
48，特定取引または事件を充実に表現するために必要な重要な情報は，抜け落
　ちてはならない。収集可能な重要な情報が抜け落ちた場合，表現の充実性を
　阻害することになりうる。例えば，多様な事業を営む企業が，持続的に損失
　が発生する特定部分に対する部門別情報を別途に提供しないならば，表現の
　充実性が阻害され，会計情報の有用性は減少されるであろう。
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49．会計情報が信頼性を持づためには，客観的に検証可能でぱなければならな
　い。検証可能性とは，同一の経済的事件や取引に対して同一の測定方法を適
　用する場合，多数の独立的な測定者が類似の緒論に到達しなければならない
　ことを意味する。例えば，独立した当事者間の市場取引で現金購入した資産
　の取得原価は，検証可能性が高い測定値である。しかし，高い検証可能性が
　表現の充実性を保障するものではなく，また必ず目的遭合性が高いことを意
　味するものでもない。
50．会計情報が信顧性を持つためには，あらかじめ意図された偏りのない中立
　的ではなければならない。意図された結果を誘導する目的で会計塞準を制定
　するか，財務譜表に特定惰報を表示するごとにより情報利用者の意思決定や
　判断に影響を及ぼしたとするならば，そういう会計惰報はラ申立的と言えな
　い。会計塞準を制定するか会計方法を遼用するさいに，情報の関連性と信頼
　性を優先的に考慮しなければならないし，特定利用者または利用者集団の影
　響を受けてはならない。
質的特性間のトレード・オプ関係
51。会計情報の質的特性は，互いに相反することがありうる。例えば，一般的
　に有形資産を歴史的原価で評価すれば測定の信頼性ほ高くなるが関連性は低
　下することがありうるし，市場性のない有価証券に対して歴史的原価を適用
　すれぱ資産価額の測定値の検証可能性は高くなるが，有価証券の実際価値を
　表すことができなくなり，表現の充実性と関連性が低下する可能性がある。
　また，情報を適時に提供するために取引や事件のすべての内容が確定される
　前に報告する場合，関連性は向上するが信頼性は低下することがありうる。
　このように質的特性間のトレード・オブ関係は関連性と信頼性の聞に発生す
　ることがあり，主要質的特性の構成要素間にも発生する可能性がある。
52．相反する質的特性間の選択は，財務報告の目的を最大限に達成することが
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できる方向で行わなければならないし，質的特性間の相対的重要性は，状況
によって判断されなければならない。例えば，企業の財務状態に重要な影響
を及ぼすと予想される進行中の損害賠償訴訟に対する情報は，関連性ある情
報でありうる。しかし，訴訟緕果を確実に予測することができない状況にお
いて損害賠償請求額を財務諾表に認識することは，信頼性を阻害することが
あるので，その内容を注釈に開示することが望ましいのであろう。
比較」可能性
53、企業の財務状態，経営成果，キャッシュフローおよび資本変動の趨勢分析
　と企業聞の相対的評価のために，会計情報は，期間別比較が可能ではなけれ
　ばならないし，企業間の比較可能性もなければならない。すなわち，類似の
　取引や事件の財務的影響を測定・報告するさいに，営業および財務活動の特
　性が損われない範囲内で期間別に一貫した会計方法を使わなければならない
　し，企業間にも等しい会計方法が使用されるのが望ましい。
54、一般に認められる会計原貝リによって財務諸表を作成すれば，会計情報の企
　業間比較可能性が高くなる。また，当該年度と過去年度を比べる方式で財務
　諸表を作成すれば，該当の期問の会計情報に対する比較が可能になる。そし
　て，財務諸表の作成に適用された会計基準たまたは会計方法が変更された場
　合には，情報利用者が類似の取引や事件に対して期聞別または企業間の会計
　方法の差を把握できるように，その変更の影響などを充分に開示しなければ
　ならない。
55．比較可能性は，単純な統一性を意味することではないし，発展した会計基
　準の導入に障害になってはならない。また，関連性と信頼性を向上すること
　ができる会計政策の選択に障害になってもならない。例えば、会計情報の関
　連性と信頼性を高めることができる代替的方法があるにもかかわらず，比較
　可能性の低下のため会計基準の改定や会計政策の変更が行われないことは適
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会計楕報の制約要因
56．会計惰報が膚報利用者に有用であるためには，関連性と信頼性を持たなけ
　ればならない臼しかし，質的倖性を傭えた情報であるといっても，情報提倶
　および利用に必要となる社会的費用が晴報捷供および利用による社会的便益
　を超遇するならば，そういう情報提供は，正当化されることができない。し
　たがづて，会計墓準の制定機構は，会計墓準の制・改定に対する包括的な制
　約として費用対宿益の問題を常に考慮しなければならない。ただし，費用対
　便益の客観的な比較は，容易な問題ではない。また，会計情報提供に対する
　追加的制約要因として，会計項目の性格および大きさの重要性が考慮されな
　ければならない。
57、会計情報が提供されて利用される過程には，多様な費用と僅益が発生す
　る。このような費用には，財務諸表の作成者の情報提供に必要となる費用の
　みならず，情報利用者の情報処理費用も含まれる。財務諾表の作成者は，情
　報の収集，処理，監査および開示と関違する費用を負担し，訴訟リスクまた
　は競争企業への情報の流出可能性などと関連する費用を負担するようにな
　る。一方，情報利用者は，主に財務諾表の理解と分析と関連する費用を負担
　するようになる。会計情報提供の便益には，投資者および債権者を含む情報
　利用者が合理的意思決定ができるようにし，経済内での効率的資源配分に寄
　与する効果が含まれる。個別企業の立場でも資本市場での資本調達が容易に
　なる便益があり，企業イメージの改善可能性も潜在的便益に含むことができ
　る。このように会計情報の提供および利用には，多くの経済主体に費用と便
　益が伴われる両側面があ乱
58．蘭違性と信頼性のある惰報は，財務諸表を通じて情報利用者に提供されな
　ければならない。しかし，財務諾表に表示される項目は，重要性が考慮され
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なければならないので，すべての項圓が必ず質的特性を備えることができな
い場含がある。したがって，重要性は，会計項目が情報として提供されるた
めの最小限の要件である。概念的にみるとき，特定の情報が省略されるか
誤って表示された財務諾表が膚報利用者の判断や意思決定に影響を及ぼすこ
とができるならば，そういう情報は重要な情報である。重要性は，一般的に
当該項目の性格と金額の大きさによって決まる。しかしある場合には，金額
の大きさにかかわらず情報の性格自体だけでも重要な情報になることがあ
る。例えば，新規事業部門の利益数値が零（0）に近い程度に極めて小さい
場含でも，そういう利益数値は，情報利用者が当該企業の直面しているリス
クと機会を評価するために重要な情報になりうる。
第4章　財務諾表
財務諸表
59。財務諾表は，企業実体の外部情報利用者に企業実体に関する財務的情報を
伝達する申心的な財務報告の手段である。本概念体系で財務報告は，一般目
　的財務報告を意味するので，本章で規定される財務諸表は，投資者と債権者
　を含む多様な情報利用者の共通の情報要求のために作成される一般目的財務
　諸表である。しかし，一般目的がすべての目的を意味することではなく，財
　務諸表がすべての情報利用者の要求を等しく満たすものではない。
財務諸表の基本仮定
60．財務諸表は一定の仮定の下で作成されるが，そういう基本仮定としては，
　企業実体，継続企業および期間別報告をあげることができる。
企業実体
6L企業実体の仮定とは，企業を所有主とは独立的に存在する会討単位とみな
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　して，この会計単位の観点でその経済活動に対する財務的情報を測定，報告
　することをいう。このような企業実体概念は、法的実体とば区別される概念
　である。支配一従属関係にある会社の場合，支配会社と従属会社は単一の法
　的実体ではないが，単一の経済的実体を形成して一つの会計単位として連結
　財務諸表の作成対象になる。このとき支配会社とすべての従属会社は，連緒
　財務・報告の企業実体になる。
62．企業実体の仮定が導入する根本的理由は，所有主が投資の結果として当該
　企業に対して持つ請求権の大きさとその変動を適切に測定しようとするごと
　にある。すなわち，貸借対照表に表示された資本は、所有主が会計期末現在
　の当該企業の資源に対して持つ請求権の大きさを会計上に測定したものであ
　る。この金額は資本の経済的価値を評価するのに有用な情報になり，同時に
　市場の潜在投資者にも有用な情報になる。
継続企業
63．継続企業の仮定とは，企業実体は，その目的と義務を履行するのに十分な
　程度に長期問存続すると仮定するごとをいう。すなわち，企業実体は，その
　経営活動を清算するとか重大に縮小する意図がないのみならず，そういう必
　裏性もないと仮定される。しかし，企業実体の重要な経営活動が縮小する
　かう企業実体を清算させる意図や必要があり，継続企業を仮定しにくい場合
　には，継続企業を仮定した会計方法とは異なる方法が遭用されなければなら
　ないしラこのさい適用された会計方法は，遭切に開示されなければならな
　いo
期間別報告
64．期間別報告の仮定とは，企業実体の存続期間を決まった期間単位で分割し
　て各期聞別に財務諸表を作成することをいう。企業実体の利害関係者は、持
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続的に意思決定をしなければならないので，適時性のある情報が必要にな
る。このような情報需要を満たすために，期間別報告が導入される必要があ
る。したがって，企業実体の存続期間を決まった会計期間単位で区分して各
会計期間に対する財務諸表を作成し，期間別に財務状態，経営成果および財
務状態の変動などに対する情報を提供するようになる。ただし，企業実体の
会計期間を決めるときに，会計期閥の長・短期によって発生しうる惰報の関
連性と信頼性間のトレード・オフ関係が考慮されなければならない。
発生主義会計
65一財務諸表は，発生基準によって作成される。発生主義会計は，財務会討の
　基本的特徴であり，財務諸表の基本要素の定義および認識，測定と関連があ
　る。
66．発生圭義会計は，発生基準によって収益と費用を認識することが主にな
　る。発生基準は，企業実体の経済的取引または事件に対して，関連する収益
　と費用をその現金流出入のある期閻ではなく，当該取引または事件が発生し
　た期間に認識することをいう。発生主義会計は，現金取引のみならず，信用
　取引，財貨の交換，財貨または用役の無償移転，資産および負債の価格変動
　などのように現金流出入を同時に伴わない取引と事件を認識することで，企
　業実体の資産と負債，そしてこれらの変動に関する情報を提供するようにな
　る。
67。発生主義会計は，見越と繰延の概念を含む。見越とは，将来に受取るまた
　は支払う金額と関連して現在時点で資産または負債を関連する負債，資産，
　収益，費用，差益または差損とともに認識する会計過程を意味する。例え
　ば，財貨または用役を信用販売または信用購入するとき資産と負債を認識す
　るか，現金が支払われない利子または給与などに対して負債と費用を認識す
　るようになるo
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68。繰延とは，将莱に収益または差益を認識するために現在の現金流入に対し
　て負債を認識するか，または将来に費用または差損を認識するために現在の
　現金流出に対して資産を認識する会計過程を意味する。前者の場合、収益ま
　たは差益の認識は，関連負債に内在した義務の一部または全部が履行される
　まで延期される。また後者の場合，費用または差嶺の認識は，関連資産に内
　在した将来経済的便益の一部または全部が履行されるまで延期される、前者
　の例では賃貸料の前受けを，後者の例では保険料の前払いをあげることがで
　きる。
69。繰延には収益と費用の期間別配分が伴われる。期間別配分は，償却ともい
　い，これは毎期聞に一定の方式に従って金額を減少させて行く会計過程をい
　う。償却の典型的な例には，減価償却または滅耗償却による費用の認識と前
　受収益に関する収益の認識をあげることができる。
70．発生主義会計では，現金流出入を伴わない多くの資産と負債項目が認識さ
　れる。したがって，発生主義会計と現金主義会計の主な差は，収益，費用，
差益および差損を認識する時点が異なるところにある。企業が財貨および用
役の生産のために設備などに投資する期問と生産された財貨または用役が販
売されて収益が回収される期間は，一般的に一致しない場合が多い。設備投
資に現金が支出される時点から販売された製品の対価が現金に回収されるま
では，相当な期間が必要となることがある。したがって，一年程度の短い期
間における現金流入と現金流出のみを単純に対比することは，企業の財務的
成果を適切に表さないことになりうる。しかし，発生主義会計でば，会計期
聞別に企業の経営成果を適切に測定するために，見越と繰延の手続きを通じ
て収益，費用，差益および差損を期間別で関連させ，同時に資産と負債の増
減も一緒に認識するようにな孔
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財務諸表の体系
7L財務報告の目的を果たすためには，パラグラ、フ28ないし32に記述された多
様な会計情報が提供されなければならない。このような情報の多様性により
　て，多くの種類の財務諸表が必要である。各会計期間別に会計期末現在の財
　務状態に関する情報を現わす貸借対照表が必要であり，会計期間中の経営成
　果に関する情報を表す損益計算書が必要である。また，会計期間中のキャッ
　シュフローに関する情報を表すキャッシュフロー表と資本の変動に関する資
　本変動表が必要になる。このような財務諾表は、お互いに連関されており，
　全体的に一つの体系を成している。
72，支配一従属関係にある会社は，その全体を対象にする違緒財務諸表が作成
　されなければならない。また我が国の企業の特異な支配構造を考慮すると
　き，企業集団に対する緕合財務諾表も情報利用者に有用でありうる。企業集
　団の結含財務議表は，企業実体の仮定の下で作成されるのではないが，同一
　人が事実上事業内容を支配している会社の集団に対する有用な情報を提供す
　るという目的で作或される。
73，財務諸表は，注釈および部属明細書などのその他の説明資料を通じて＝，財
　務諾表本文に表示された情報を理解するのに役立つ遣加的情報，または財務
　諸表本文に計上されない資源，義務などに関する情報を一緒に提供しなけれ
　ばならない。例えば，財務諾表作成に適吊された重要な会計方針と会計変更
　の効果に関する情報，事業部門別情報，企業実体に影饗を及ほす不確実性や
　リスクに関する惰報などが提供されなければならない。
貸借対照表
74、貸借対照表は，一定時点現在企業実体が保有している経済的資源である資
　産と経済的義務である負債，そして資本に対する情報を提供する財務報告書
　である。
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75一貸借対照表に表れた資産と負債の価額で企業の価値を直接評価しようとす
　るのではないが，貸借対照表は，他の財務諸表とともに企業価値の評価に有
用な情報を提供しなければならない。しかし、不確実性や費用対便益の考慮
　などによって，貸借対照表は，すべての資産と負債を表さないこともある。
　また，貸借対照表に含まれた一部資産と負債には価値変動のような事件の影
　響が反映されていない。
76、貸借対照表はラ情報利用者たちが企業実体の流動性，財務弾力佳，取益性
　とリスクなどを評価するのに有用な情報を提供しなければならない。例え
　ば，資産と負債の項目が貸借対照表にその流動性の程度によって遭切に区分
　表示されるか営業活動対財務活動の区分を考慮して報告されるならば，情報
　利用者の意恩決定により有用であることができる。
損益計算書
77．損益計算書は，一定期聞のあいだ所有主との取引以外のすべての源泉で資
　本が増加または減少した程度とその内訳に対する情報を提供する財務報告書
　である。すなわち，損益計算書は一定期問の包括利益とその構成要素（収
　益，費用，差益および差損）に関する情報を提供しなければならないし，こ
　のような情報を通じて投資者および債権者などの情報利用者はゴー定期間の
　あいだの企業実体の経営成果を把握することができる。
78．提供される情報の有用性を高めるために，損益計算書に提示される包括利
　益の構成要素は，その性格によって適切に区分表示されなければならない。
　すなわちラ収益性の程度およびその変動要因が適切に把握できるように，営
　業活動対財務活動の項目が区分表示されなければならない。また，項目閥の
　将来持続性の差を考慮してラ持続性の程度に大きい差がある項目は，区分表
　示されなければならない。ここで持続性とは、特定項目の金額が将来に類似
　の大きさでまた発生する程度を意味する。項目の持続性の差による区分表示
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は，情報利用者が企業実体の将来利益を予測するのに非常に有用である。
キャツシュフロ、表
79，キヤッシュフロー表は，一定期間のあいだ企業実体に対する現金流入と現
　金流出に対する情報を提供する。キャッシュフロー表は，営業活動を通じた
　現金創出に関する情報，投資活動に関する情報および資本調達のための財務
　活動に対する情報を提供する。このようなキャッシュフロー情報は，企業実
　体の現金支払い能力，収益性およびリスクなどを評価するのに有用である。
80，発生基準によって算出された会計利益は、営業活動における純キャッシュ
　フロ←と一致しないので，キャッシュフロー表は，会計利益とキャッシュフ
　ロー聞の差およびその差の原因に対する情報を提供する。
資本変動表
8！，資本変動表は，企業実体に対する資本の大きさとその変動に関する情報を
　表す財務報告書である。資本変動表には，所有主の投資と所有主に対する分
　配，そして所有主との取引以外のすべての源泉で認識された資本の変動（包
　括利益）に対する情報が含まれる。
82，所有主の投資は，現金，財貨または用役の流入，または負債の転換によっ
　て行われ，それによって企業に対する資本が増加するようになる。所有主に
対する分配は呈現金配当または自己株式取得の形態で行われ，それによって
企業に対する資本が減少するようになる。このような取引に対する情報は，
　他の財務諾表情報とともに当該企業の財務弾力性，収益性およびリスクなど
　を評価するのに有用である。
財務諸表の相互関連牲
83，各財務諾表は，同」の取引または事件の他の側面を反映しているので量互
80　　　　　　　　　　　　　　早稲田商箏第396号
いに連関されている。それぞれの財務諸表が互いに違う情報を提供すると
いっても，ある一財務諸表が特定意思決定に十分な情報を提棋しないことも
あり，またすべての財務諸表情報の代わりをすることができるものでもな
い。財務誇表は，相互補完的関係にあり，このような関係の例は，次のとお
りである。
（・）貸借対照表は，企葉実体の流動性と財務健全性を評価するのに有用な惰
　報を提供する。貸借対照表情報がキャソシュフロー表情報と一緒に利用さ
　れるならば，流動性または財務弾力佳を評価するのにもっと有用であるこ
　とができる。
（b〕損益計算書は，企業実体の収益性を評価するのに宥用な情報を提供す
　る。しかし，損益計算書情報は貸借対照表情報と一緒に使われるときもづ
　と意味のある解釈が可能になる。すなわち，自己資本利益率または棚卸資
　産回転率などは収益性の期聞比較または企業間比較においてより有用な惰
　報を提供する。
／・）キャッシュプロー表は，一定期間の現金流入と現金流出に対して多くの
　情報を提供する。しかし，現金流入と現金流出は，同一の会計期間内にお
　ける収益と費用のようにお互いに対応されて表示されるのではないので亨
　キャッシュプロー表は，企業実体の将来キャッシュフ1ゴーを展望するのに
　十分な情報を提倹することができない。例えば，営業活動からの現金流入
　ぱ，大部分が過去の営業活動によって現われるようになっており，また現
　在の現金支出は，将来の現金流入のために行われる。したがって、将来の
　キャッシュフローを予測するために，キヤッシュフロー表情報は，損益計
　算書と貸借対照表の情報が一籍に使われる必要がある。
（a〕資本変動表は，資産，負債，資本の変動の主要源泉に対する情報を提供
　する。しかし亨ごのような情報ほ，他の財務諾茨晴報と一緒に使われる＾と
　その有用性が増大される。例えば，株主に対する配当は，損益計算書上の
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　　利益と比較される必要があり、有償増資および自己株式の取得と配当は新
　　規借入および既存債務の償還などと比較されるとき，その情報の有用性が
　　増大されうる。
84所有主の投資と所有主に対する分配を除くならば，会討期末現在の資本
　は，会計期首と比べるさい会計期聞申で認識された包括利益だけ増加するよ
　うになり，資本変動のすべての源泉は，包括利益によって最終的に1則定され
　る。このような観点で，貸借対照表と損益計算書は相互連携のある関係にあ
　る。また損益計算書は，貸借対照表を通じてキャッシュフロー表とも連携関
　係にある。
財務諸表情報の特性と限界
85．財務諾表に提示される情報は，次の例のような特性と隈界を持つ。
／・）財務諸表は，主に貨幣単位で測定された情報を提供する。
（b〕財務諸表は，大部分過去に発生した取引および事件に対する情報を表
　　す。
　（・）財務諾表は，推定による測定値を含んでいる。
（d）財務諸表は，企業に関する情報を提供するが，産業または経済全般に関
　　する情報を提僕しない。
（・）財務講表は，情報利用者の情報要求を満たすための一つの手段である。
第5章　財務諸表の基本要素
基本要素の意義
86，財務諾表利用者の経済的意思決定により有用な情報を提供するために，財
　務諾表を構或する会計の基本要素は，資産，負債，資本，所有主の投資，所
　有主に対する分配，包括利益，収益，費用，差益，差損，営業活動キャッ
　シュフロー，投資活動キャッシュフロー，財務活動キャッシュフローで区分
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して表示する。また，企業実体が営む事業の性格によってゴ会計の墓本要素
を財務諸表に詳細項目で適切に分類して表示することができる。
貸借対照泰の基本要素
87．一定時点現在の企業実体の財務状態に対する情報を提供する貸借対照表の
　基本要素は、資産，負債および資本である。
資　産
88．資産は，過去の取引や事件の結果として現在の企業実体によって支配さ
　れ，将来に経済的便益を創出することが期待される資源であ乱
89．資産に内在した将来の経済的便益とは，直接または聞接的に企業実体の将
　来キャッシュフローの創出に寄与する潜在力をいう。
90．一般的に資産は，顧客の要求を満たすことのできる財貨や用役の生産に利
　用される。生産された財貨や用役に対して顧客はその対価を支払うはずで，
　これによって企業のキャッシュフローが創出される。また，資産は，他の資
　産との交換または負債の償還に使われるか，所有主に対する分配に使われる
　ことができる。現金は，それ自体で他の資産に対する購買力を通じて企業実
体に経済的便益を提供する。
91．有形資産を含む多くの資産が物理的形態を持っているが，物理的形態が資
　産の本質的な特性ではない。例えば，物理的形態がない資源でも特定実体に
　よって支配され，その実体に将来の経済的便益を創出することが期待される
　場合，当該項目は資産の定義を満たすことができる。
92、債権と不動産を含む多くの資産が所有権のような法的権利と結ばれてい
　る。しかし，所有権などの法的権利が資産性の有無を決めるさいの最終的基
　準ではない。一般的に経済的便益に対する支配力が法的権利の結果である
　が，場合によっては，法的権利がなくても資産の定義を満たすことができ
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　る。例えば，企業が開発活動で獲得した新技術を保有しており，その新技術
　から予想される経済的便益を支配するときには，このような新技術の事業権
　は，資産の定義に符合することができる。
93企業の資産は過去の取引や事件から発生する。企業は，購買または生産に
　よって資産を取得することが一投的であるが，株主や政府の贈与など他の方
　法によっても資産を取得することができる。資産が過去の取引や事件の結果
　であるということは，購買や生産活動など資産を取得する取引または事件が
　すでに発生したことを意味することであるので，将来に発生すると予想され
　る取引や事件だけでは資産は，取得されない。例えば，棚卸資産を購入しよ
　うとする意図だけでは，資産の定義を満たすことができない。
94一般的に現金支出の発生と資産の取得は，密接に係わっているが，両者が
　必ず一致することではない。例えば，企業の研究費支出は官将来の経済的便
　益を追求したという証拠にはなれるが，資産の定義を満たす資源を取得・した
　という確定的証拠にはなれない。一方に，贈与された財貨は，これに関して
　支出が発生していないが，資産の定義を満たすことができる。
負　債
95負債は，過去の取引や事件の結果により現在企業実体が負担しており，将
　来に資源の流出または使用が予想される義務であ飢
96負債は，企業実体が現在時点で負担する経済的義務である。義務とは，一
　定の方法で実行するか遂行する責務または責任をいい、これには契約や法令
　によって法的強製力のある義務と，蔚蹟習や慣行または取引業相手との円滑
　な関係を緯持するための政策などによって発生する義務がある。前者の例で
　は、すでに提供された財貨と用役に対する支払い義務をあげることができ
　る。後者の例では，製品保証期間後に発生する欠陥に対しても補修すること
　に経営政策を決めた場合，品質保証期聞が経過したあとに支出されると予想
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　される金額をあげることができる。
97一一般的に現在の義務は，企業実体が資産をすでに引受けたか資産を取得す
　るという取り消し不能契約を締緒するときに発生するが，将来の一定時点で
　資産を取得するという決定や単純な約定ば、現在の義務ではない。取消し不
　能契約とは，義務不履行の場合相当な違約金を支払わなければならないなど
　資源の流出を避けることができない契約をいう。
98．企業実体が現在の義務を履行するためには，一般的に将来に経済的便益の
　犠牲が伴われる。現在の義務は，主に現金またはその他資産の移転，用役の
　提供，他の義務への振替または資本への転換などの方法に履行される。ま
　た，企業実体の義務は，債権者の権利の放棄または喪失などによって消滅レ
　たりする。
99．負債は，過去の取引や事件から発生する。信用で財貨を購入したり用役の
　提供を受けた場合は仕入債務が発生し，銀行の貸出を受けた場合には償還義
　務が発生する。しかし，将来に発生が予想される大規模修繕費の場合のよう
　に，将来に資源の流出または使用が期待されるといっても，遇去の取引や事
　件から起因しない義務は，負債の定義を満たすことができない。
1oo．一般的に負債の額面金額は確定されているが，退職給与引当負債のように
　その測定に推定を要する場合もある。しかしゴパラグラフ95に規定された負
　債の定義は、金額の推定可否にかかわらず適用され乱
工OLパラグラフ88と95に規定された定義は，資産と負債の本質的特佳を表すも
　ので。このような定義が特定項目の財務諸表に資産・負債に認識されるため
　の充分条件ではない。資産と負債の定義を満足する場合にも，第6章に規定
　された認識基準を満たすことができない場合には，財務諸表に計上されな
　い。
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資　本
／02資本は，企業実体の資産総額から負債総額を差引した残余額または純資産
　であり，企業実体の資産に対する所有主の残余請求権である。株式会杜の場
　合所有主は株主なので，本概念体系で株主持分は資本と同義語で使われる。
　また，資本という用語は，他人資本，すなわち負債を含む概念で使われたり
　するが，本概念体系では所有主持分である自已資本を意味する。
103資本に対してはその分配または使用に対する法的制限やその他の使用目的
　によって区分表示することで，財務諾表の利用者に有用な情報が提供される
　ことができる。また配当金の受取や清算のときに株主間の権利が相異なって
　いる場合，株主持分の区分表示は，それに関する情報を提供す一ることもでき
　る。
104貸借対照表に表示される資本の総額は，会計基準によって資産および負債
　を認識，測定することによって決まる。したがって，貸借対照表上の資本の
　総額は，株式の時価総額とは一致しないことが一般的である。
資本変動表の基」本要素
！05，資本変動表は，一定期閲の聞発生した資本の変動に対する情報を提供し
　て，そういう変動の源泉には，所有主の投資と所有主に対する分配，そして
　包括利益が含まれる。包括利益は，損益討算書の基本要素でもあるので，パ
　ラグラフ1O竃ないしユ08では所有主の投資と所有主に対する分配に対してだけ記
　述する⑪
所有主の投資　　’　　　　　　　　　　　　　一
ユ06，所有主の投資は，企業実体に対する所有主としての権利を取得または増加
　させるために企業実俸に経済的価値のある有無形の資源を移転することを意
　味し，それによって資本が増加するようになる。
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107．所有主の投資は，一般的に企業実体に資産を納入することで履行できる
　が，用役の提供または負債の転換のような形態でも行われることができる。
　企業実体は，所有主の投資を通じて営業活動に必要な資源の提供を受け，同
　時に，所有主は、企業実体の資産に対する請求権を取得するようになる。し
　たがって，企業実体の純資産の増加をもたらさない所有主相互闘の持分取引
　は亘所有主の投資に含まれないむ
所有主に対する分配
ユ08一所有主に対する分配は，企業実体が所有主に資産を移転するか用役を提供
　するか，または負債を負担する形態で行われ，現金配当，自分株式の取得，
　減資などがここに属する。所宥主に対する分配があれば企業実体の純資産は
　減少する。
損益計算書の墓本要素
！09、企業実体の経営成果に関する財務的情報を提供する損益計算書の墓本要素
　は，包括利益と収益，費用，差益および差損である。
包括利益
1ユ0．包括利益は，一定期間のあいだ所有主との取引以外のすべての取引および
　事件で認識された資本の変動をいう。すなわち，包括利益には所有主の投資
　および所有主に対する分配以外のすべての源泉で認識された資本の変動が含
　まれる。
！n．取引接近法によりゴ包括利益は，バラグラフ115以下で定義される収益と差
　益の合計から費用と差損の合計を差引いて測定する。しかし，会計墓準に
　よって特定差益および差損項目が当期純利益の計算に反映されない場合，会
　計墓準による当期純利益とパラグラブ11Oで定義した包括利益は等しくないこ
　760
　　　　　　　　　　KAsB公闘草案「財務会討概念体系」（剥　　　　　　　　　　87
　ともある。例えば，長期投資証券評価差損益，海外事業換算借貸などが当期
純益に反映されないで累積その他包括利益（損失）の項目で資本に計上され
　る場合，包括利益と当期純益は一致しない。
1！薯，パラグラフ11Oで定義された包括利益は，貨幣資本維持に根拠した投資利益
　の概念である。企業実体が一定期間のあいだ資源を投資して獲得するように
　なる投資利益は，維持すべき資本がどのように測定されるのかによって影響
　を受けるようになるが，緯持すべき資本は，貨幣資本または実物資本で測定
　されることができる。貨幣資本維持概念のもとでは，所有主との取引を除く
　と会計期末の純資産の貨幣額が会計期首の純資産の貨幣額を超過するとき，
　その超過額が投資刷益として測定される。これに比べて，実物資本維持概念
　のもとでは，所有主との取引を除くと会計期末の物的生産能カが会計期首の
　物的生産能力を趨過するとき，物的生産能力の超過額が投資利益として測定
　される。貨幣資本と実物資本は，測定単位の観点から名目貨幣単位または不
　変貨幣単位で測定されることができる。
113。貨幣資本対実物資本の概念は，保有している資産および負債に対する価格
　変動の効果を処理する方法に差がある。貨幣資本概念のもとでは，資産およ
　び負債に対して認識した価格変動の効果を保有損益とみなし，投資利益に含
　ませるようになる。一方，実物資本概念のもとでは，このような価格変動の
　効果を維持すべき資本の一部とみなして，資本の調整項目として処理する。
／14．貨幣資本緯持概念は国際的に長いあいだ用いられている資本雑持概念であ
　り，第4章で記述された財務諸表とパラグラフl！Oで定義した包括利益は，み
　な貨幣資本緯持概念に基づいている。また，現在の会計基準も名目貨幣資本
　維持概念に根拠して制定されている。貨幣資本雑持概念は，資本市場で投資
　者と債権者が投資利益率を算出する方式とも一貫性がある。したがって，本
　概念体系で包括利益は呈所有主との取引を除く会計期末の名目貨幣資本が会
　計期首の名目貨幣資本を超過する金額として測定される邊ただし，今後物価
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上昇の程度が非常に大きくなる場合は，不変貨幣単位を使うこともできる。
蚊．益
115．収益とは、企業実体の主な経営活動として財貨の販売または用役の提供な
　どの対価として発生する資産の流入または負債の滅少である。例えば，財貨
　や用役を供給した対価として現金や売上債権が増加するようになる。また，
　企業実体は，借入金を償還するために財貨や用役を債権者に供給することが
　できるし，その結果で負債が減少される。
ユ！6．収益は，企業実体の主な経営活動の結果として発生したか発生する現金の
　流入額を表し，経営活動の種類と当該収益が認識される方法によって売上
高，利子収益，配当金収益および賃貸収益などのように多様に分類できる。
費　用
！17。費用とは，企業実体の主な経営活動として財貨の販売または用役の提供な
　どによって発生する資産の流出や使用または負債の増加である。例えば，財
　貨の生産および販売過程における費用の発生は，棚卸資産の流出，有形資産
　の使用または未払費用のような負債の増加で現われる。
！／8．費用は，企業実体の主な経営活動の結果として発生したか発生する現金の
　流出額を表し，経営活動の種類と当該費用が認識される方法によって，売上
原価，給与，減価償却費，利子費用，賃借費用などのように多様に分類でき
　る。
差益と差損
岨差益とは，企業実体の主な経営活動以外の付随的な取引や事件として，所
有主の投資ではない取引または事件の緒果により発生する純資産の増加であ
　る。
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120，差損とは，企業実体の主な経営活動以外の付随的な取引や事件として，所
　有主に対する分配ではない取引または事件の緒果により発生する純資産の減
　少である。
121，差益と差損は，その発生源泉によっていくつかの類型に区分できる。差益
　および差損の一部の項目は，その取引における流入額と犠牲額を比べた純額
　で測定される。例えば，有価証券処分差損益，有形資産処分差損益などがそ
　の類型に属する。社債償還差損益のように負債の償還からも差益または差損
　が発生することができる。他の類型の差益および差損としては，保有資産お
　よび負債に対する価格変動により発生する棚卸資産評価差損，長期投資証券
　評価差損益，有価証券評価差損益，外為差損益，外貨換算差損益などがあ
　る。また，一部の差益および差損項目は，当該企業と他の実体閻の一一方的取
　引により発生Iしたりする。例えば，資産受贈利益，債務免除利益，寄付金な
　どがそういう項目に属す弘また，災害損失のように環境的要剛こよって差
損が発生することもある⑪このように一方的取引または環境要因によって発
　生する項目は，その名称に差益または差損が含まれていないが，企業実体の
純資産に影響を及ぼすという点で，そのほか項目と比べて本質的に差がない。
収益、費風差益および差損の比較
！22．収益と差益，費用と差損は，経済的便益の流入または流出として資本の増
　加または滅少で現われるという点では差がないが，企業実体の経営成果に関
　する情報を伝達するという側面で重要な差がある。収益と費用は，財貨の生
　産・販充享用役の提供，与信，投資および資金調達など企業実体の主な経営
活動で発生する。これに比べて差益と差損は，主な経営活動以外の付随的な
　取引や事件または環境的要因から発生する。また収益と費用は一般的に総流
　入または総流出で表示さ牝るが茗差益と差損は一般的に穐流入または純流出
　で表示される。
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／23．収益と差益，費用と差損の区分は，企業実体の性格によって変わることが
　ある。すなわち，ある企業で収益や費用で分類される項目が，他の企業では
　差益や差損で分類されることができる。例えば，自動車製造会社の場含車両
販売は，主な経営活動であり売上収益と売上原価に記録されるが，他の製造
　会社の場合には，保有車両の売却は付随的な活動に属するので差益または差
　損を発生させる取引である。
1泌．収益と差益，費用と差損は，企業実体の純資産に及ほす効果には差がない
　が，区分して表示するようになれば利益の発生源泉に対してより有用な惰報
　を提供することができる。一般的に差益と差損は，その発生した金額が将来
　に類似した大きさでまた発生する可能性，すなわち将来持続性が低いので，
差益および差損が収益および費用と区分表示されれば，損益計算書は，情報
利用者が当該企業の将来利益または将来キャッシュフローを予測するのに有
　用な情報を提供するようになる。
キャッシュフロー表の基本要素
125、企業実体のキャッシュフローに対する情報を提供するキャッシュフ1コー表
　の基本要素は，営業活動キャッシュフロー，投資活動キャッシュフローおよ
　び財務活動キャッシュフローである。
営業活動キャッシュフロー
126．営業活動キャヅシュフロ」は，事業活動の持続，借入金の償還，配当金の
支払いおよび新規投資などに必要な現金を外部から調達しないで自己の営業
　活動からいくら創出したのかに関する情報を提供する。
127．営業活動は，投資活動または財務活動に属しないすべての取引と事件を含
　んでおり，主に製晶の生産と販売活動，商晶と用役の購買と販売活動および
　管理活動を含む。営業活動キャッシュフローは，一般的に当期純益に影響を
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投資活動キャッシュフロー
128．投資活動キャッシュフローは，将来利益と将来キャッシュフローを創出す
　る資源の確保と処分に関連するキャッシュフローに対する情報を提供する。
　投資活動は，現金の貸付と回収活動，有価証券，貸出債権，投資資産，有形
　資産および無形資産の取得と処分活動を含む。ただし，現金性資産と短期売
　買目的に取得する資産は除く。
財務活動キャッシュフロー
／29．財務活動キャッシュフローは，株主，債権者などが将来キャッシュフロー
　に対する請求権を予測するのに有用である。財務活動は，現金の借入と償
　還，新株発行と配当金の支払いを含む。
第6章　財務諸表の基本要素の認識
認識の基準
130．認識とは，取引と事件の経済的効果を資産，負債，収益，費用などで財務
　諸表に計上することをいう。特定項目が認識されればその名称と貨幣的測定
　値が財務諸表に現われるようにな㍍
131。ある項目が財務諸表に討上されるた釧こは，下の基準をすべて満たされな
　ければならない。
（・）当該項目が財務講表の基本要素の定義を満たさなければならないし，
lb）当該項目と関連する将来の経済的便益が企業実体に流入されるかまたは
　　流出される可能性が非常に高く，
　（o）当該項貝に対する測定属性があり，この測定嘱性が信頼性のある、ように
　　測定されなければならない。
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ユ32一バラグラフ131に記述された認識墓準は，パラグラフ56ないし58に規定さ
　れた費用対使益の考慮と重要佳の二つの制約条件の下で適用される。すなわ
　ち，ある項目が認識されるさい，期待される便益がその情報を提供および利
　用するのに必要となる費用より大きい場合にのみヨ当該項目に対する認識が
　正当化されることができる二また，特定填目の性格および大きさが情報利用
　者の意思決定に影響を及ぼすほどに重要ではないならば，当該項目を必ず認
　識する必要はないであろう。
133．ある項目が財務諸表の基本要素の定義を満たしても，パラグラフ／3！に規定
　された他の認識基準が充足されなければ，当該項目は財務諸表に計上されな
　い。ただしヨ情報利用者が企業実体の将来収益性またほ将来キャッシュフ
　1ゴーを展望するのにかかる項目が関連性を持っている場合には，当該項目に
　対する情報を注釈またはその他の説明資料を通じて開示しなければならない。
工34、財務諸表の基本要素は，経済的事件や取引の財務的効果を表現するさいに
　お亙いに運関してい乱ある項目が1つの墓本要素の認識基準を満たして認
識されるときには，自動的に他の基本要素の認識が伴われる。例えば，資産
　の認識基準を満たすある項目が資産として認識されるとき，収益または負債
　の認識が同時に行われる。また，費用の認識基準を満たすある項目が費用に
　認識されるとき，資産の減少またば負債の増加が同時に認識される。
将来の経済的便益の発生可能性
135、パラグラフ！31（b）に規定された認識基準は。当該項目と関連する将来の経済
　的便益が企業実体に流入または流出される可能性の程度を考慮する認識基準
　である。これは，不確実性の下で経営活動を遂行する企業環境を反映するも
　ので，財務諾表の作成時点で利用可能な証拠をもとにしてその可能性が非常
　に高いか否かを評価しなければならない。例えば，財務諸表作成時点で判断
　するとき，特定売上債権の回収が確実視されれば，この売上債権は資産とし
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て認識されなければならない。しかし，売上債権の一部が貸倒れる可能偉が
非常に高い場合には，その部分は，将来の経済的便益の減少を表す費用とし
て認識されなければならない。
測定の信頼性
136，パラグラフ！3ユ（c〕に規定された認識基準は，当該項目が貨幣単位で計量化で
　きる測定属性を持っており，またその測定属性が信頼性のあるように測定さ
　れなければならないことを表す認識基準である。ここで測定属性とは，歴史
　的原価（取得原価），公正価値，企業特有価値などを意味し，これらについ
　ては第7章で詳しく言已述される。
137．ある項目が信頼性のあるように測定されるために，その測定属性の金額が
　必ず確定さ牝ていることを意味するのではなく，擢定により測定することも
　合理的な根拠がある場合，当該項目の認識に利用されることができる。例え
　ば，製品の過失報償に必要とする費用を過去の過失報償実績をもとに推正す
　ることは，含理的雅定値になりうる。しかし，撞定の根拠が不十分で推定値
　の信頼度が疑間視される場合には，当該項目の認識基準が充足されない。例
　えば，訴訟から予想される資源の流出が負債と差損の定義に符合し，経済的
　便益の流出可能性基準を満たすといっても，その金類を合理的に捷正するこ
　とができない場合には，これを財務諸表に負債と差損として認識しない。た
　だし，この場合その内容を注釈では開示することができるであろう。
資産の認識
！38。資産は，当該項目に内在する将来の経済的便益が企業に流入される可能性
　が非常に高く，またその測定属佳に対する価額が信頼性のあるように測定さ
　れることができれば，貸借対照表に認識される。
139。ある取引による支出が発生したとき，それに関連する将来の経済的便益の
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流入可能性が低い場合には，当該支出は，資産ではなく費用に認識されなけ
ればならない。このような会計処理は，将来の経済的使益の発生可能性が当
該支出を資産として認識するには十分ではないことを反映することである
が，経営者が将来の経済的便益を創出しようとする意図がなかったことを意
昧するものではなへ
負債の認識
！40一企葉実体が現在負担する義務を将来に履行するさい，当該実体から経済的
　便益が流出される可能性が非常に高く，またその金額を信頼性のあるように
　測定することができれば，そういう義務は，貸借対照表に負債に認識され
　る。しかし，一般的に未履行契約による義務は，負債に認識されない。ただ
　し，契約履行に対する法的強制力が保障されており，違約金のような不利益
　の条件がある場合には，そういう義務が負債の認識基準を満たせば負債とし
　て認識されなければならない。
収益と差益の認識
／4／．収益と差益は，経済的便益が流入されることによって資産が増加するか負
　債が減少し，その金額を信頼性のあるように測定することができるとき認識
　される。
蛆収益の発生過程を考慮してパラグラフ14ユの認識基準を具体化すれば，収益
　は，次の要件がすべて満たきれる時点で認識される。
　（a）収益は，実現したかまたは実現可能な時点で認識される。収益は，製
　　品，商晶またはその他の資産が現金または現金請求権と交換される時点で
　　実現する。収益が実現可能であるというのは，収益の発生過程で受取りま
　　たは保有した資産が一定額の現金または現金請求権に直ちに転換できるこ
　　とを意味する。現金または現金請求権に直ちに転換できる資産は，交換単
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　　位と市場価格が存在して市場で重要な価格変動なしに企業が保有する数量
　　を直ちに現金化することができる資産をいう。
（b）収益は，その稼得過程が完了すると認識される。企業の収益獲得活動
　　は，財貨の生産または引渡，用役の提供などで現われて，収益創出による
　　経済的便益を利用することができると主張するに十分な程度の活動を遂行
　　したとき，当該収益は稼得されたとみる。
143．差益は，パラグラフユ斗2の収益認識基準と同一の要件が充足される時点で財
　務諾表に認識される。しかし，差益は，稼得過程を伴わない取引や事件から
　発生する場合が多いので，一般的に差益を認識するさいには，稼得過程の完
　了如何よりも実現可能如何の判断がより重要である。例えば，有価証券に対
　する差益の認識のためには特別な稼得過程が伴われないが，短期間内の売買
　目的に取得した市場性ある有価証券の場合直ちに現金化が可能なので，公正
　価額の変動を実現可能な保有差益で認識する。
費用と差損の認識
144．費用と差損は，経済的便益が使用または流出されることにより資産が減少
　するか負債が増加し，その金額を信頼性のあるように測定することができる
　とき認識される。
145．経済的便益の使用は，次のように費用として認識され乱
　（・）収益と直接関連して発生した費用は，同一の取引または事件で発生する
　　収益を認識するとき対応的に認識される。このような例では，売上収益に
　　対応して認識する売上原価をあげることができる。
　（b）収益と直接対応することができない費用は，財貨および用偉の使用によ
　　り現金が支出されるか負債が発生する会計期問に認識される。このような
　　例では，販売費と管理費をあげることができる。
　（。）資産からの便益が複数の会計期間にわたって期待される場合，これと係
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　　わって発生した特定性格の費用は，体系的で合理的な配分手続きによって
　　各会計期聞に認識される。このような例では，有形資産の減価償却費と無
　　形資産の償却費をあげることができる。
岨過去に認識した資産の将来の経済的便益が滅少または消滅するか経済的便
　益の伴わない負債が発生または増加したことが明白な場合には，費用または
　差損を認識する。
第7章　財務諸表の基本要素の測定
測　定
147測定とは，財務諸表の塞本要素に対してその貨幣金額を決めることをい
　う。このような測定のためには，その測定対象になる一定の属憧を選択しな
　ければならない。
測定属性の種類
148．資産と負債の測定に用いられうる測定属性には，次のように多くの種類が
　ある。
　1・）歴史的原価（または取得原価）と歴史的現金受取額：資産の歴史的原価
　　は，資産を取得したときその対価として支払う現金，現金等価額またはそ
　　の他の支払い手段の公正価値をいい，取得原価と同一の意味である。財貨
　　または用役を提供しなければならない負債の歴史的現金受取額は，その負
　　債を負担したとき受取った現金または現金等価額である。
（b）公正価値：公正価値は，独立した当事者聞の現行取引で資産が売却また
　　は購入されるか，負債が移転（決済）されることのできる交換価値であ
　　る。企業が保有している資産に対して市場価格が存在すれば，この市場価
　　格は，当該資産に対する公正価値の測定値になる。この市場価格には，当
　　該資産から期待される将来キャッシュフローの大きさとその不確実性に対
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　する市場参加者の評価が反映されている・当該資産の市場価格が観測され
　ない場合にも類似の資産の市場価格があれば，この価格が当該資産の公正
　価値の推定値として用いられることができる。このような公正価値の測定
　方法は，負債に対しても適用されることができる。しかし，市揚価格が存
　在しない場合には，市場参加者の観点で当該資産または負債からの将来
　キャッシュフローを推正し，その現在価値を測定することで公正価値を推
　定することができる。このように本概念体系において公正価値は，市場価
　格とその推定値で，特定の価値に隈定されて定義されており，企業特有価
　値や純実現可能価額などを包括する広義の公正価値概念とは異なる。資産
　の売却と負債の移転（決済）に関する公正価値は現行流出価値ともいい，
　これは，資産の場合受取ることのできる現金または現金等価額，そして負
　債の場合は移転（決済）に必要となる現金または現金等価額として測定さ
　れる。資産の購入に関する公正価値は，現行原価ともいい，これは当該資
　産をいま取得しようとすると支払わなければならない現金または現金等価
　額で測定さ牝る。
（。）企業特有価値：資産の企業特有価値は壷企業が資産を使用することに
　よって当該企業の立場で認識される現在の価値をいい，これは使用価値と
　もいう。負債の企業特有価値は，企業がその義務を履行するために予想さ
　牝る資源流出の現在価値を意味する。契約上現金で支払わなければならな
　い負債の場合，企業特有価値は，上述された現行流出価使と等しい。この
　ような企業特有価値は，現在時点の価値という点で公正価値と芙通点があ
　る。しかし，公正価値が市場取引における交換価停であるのに対し茗企業
　特有価値は，当該企業の立場で認識される価値である。資産と負債に対す
　る企業特有価値は，当該企業がその資産または負債を継続的に使用または
　保宥する場合，今後期待される将来の現金流入または現金流出の現在価値
　で測定される。
7？ユ
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（a）償却後価額：金融資産の取得または金融負債の発生時点のその流入価格
　と当該資産または負債から発生する将来の名目キャッシュフローの現在価
　値が一致するようにする割引率である有効利率を測定して，この有効利率
　を用いて当該資産または負債に対する現在の価額を測定するとき，これを
　償却後価額という。債却後価額の測定に使われる利率は，現在の市場利子
　率ではなく歴史的利子率である。
（・〕純実現可能価値と履行価額：資産の純実現可能価値は，正常な企業活動
　の遣程で将来に当該資産が現金または現金等価額に転換されるとき受取る
　と予想される金額からそういう転換に直接必要となる費用を差引した価額
　として定義され，流出価値の概念である。負債の履行価額は，将来にその
　義務の履行に支払われる現金または現金等価額に，そういう支訟いに直接
　必要となる費用を加算した価額をいう。純実現可能価値と履行価額は，現
　在時点の価値に換算されていない金額である。
測定属性の選択
149一一般的に取得時点では資産の取得原価と公正価値は等しい。しかし，取得
　時点後には両者が違いうるし，また取得原価は，使用価値とも一致しない。
　負債の場合にも類似の問題が存在する。資産と負債の測定において如何なる
　測定属性を選択するのかは，財務報告の目的達成のための会計情報の有用
　性，すなわち関連性と信頼性の観点で判断されなければならない。もし測定
　誤差の間題がなければ，公正価値または企業特有価値による測定がほかの測
　定属性よりもっと有用な情報を提供することができる。
ユ50．パラグラフユ49に記述した公正価値の有用怪にもかかわらず，棚卸資産は，
　低価法が適用される場合を除き伝統的に取得原価で測定される。［それは，］
　棚卸資産を公正価値で評価する場合，棚卸資産の売上げ如何にかかわらず，
　関連の評価利益を認識するようになる問題があり，取得原価で評価する場合
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　には検証可能性が高いからでもある。
15／，企業の活動は，財貨および用役を生産して販売する営業活動と資本調達に
　関する財務活動に区分できるし，資産と負債もそういう活動別に区分するこ
　とができる。財務活動によって保有するようになる金融資産と金融負債の一
　部項目は，市場で活発に取引されているので，これら項目に対しては市場価
　格による公正価値の測定が可能である。例えば，市場性ある有価証券や金融
　商晶のような資産の場合，公正価値は，市場価格によって測定されることが
　できる・社債のような長期債務の場合も市場価格による測定が可能である。
　ただし，市場利子率の変動が大きくなければ，長期債権および長期債務に対
　する償却後価額は、公正価値と大きい差が生じないであろうから，前者によ
　る測定も可能であろう。また市場価格が観測されない場合，償却後価額は，
　公正価値に対する代用値になりうる。一方，短期債権と短期債務の場合，純
　実現可能価値や履行価額によって測定しても公正価値による測定と比べてそ
　の差が大きくならないこともある。
／52，営業活動で発生する流動資産と流動負債の場合は，その性格によって取得
　原価，純実現可能価値，歴史的現金受取額または履行価額が会計実務で用い
　られている。例えば，前払費用は取得原価によ6て測定され，売上債権は純
　実現可能価値によって測定され，前受収益は歴史的現金受取額によって，そ
　して仕入債務と未払費用は履行価額によって測定される。このような測定
　は，公正価値または企業特有価値による測定に比べてその差が重要ではない
　と仮定されることができる。
！53。営業活動に使われる有形資産など非流動資産の場合は，取得原価に基づい
　て測定される。取得原価による測定は，検証可能性が高いという利点がある
　が，公正価値または使用価値と比べて相当な差異がありえて呈これにより情
報としての関遵性と表現の充実性が低くなる可能性がある。したがって，検
　証可能性が大きく損わ牝ない範囲府で公正価値または使用価値を推定する方
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法の導入が考慮されうるであろう。特に，使用価値は，当議企業の内部情報
が反映される測定値なので，その推定誤差が深刻ではなければ公正価値より
もっと有用な情報になりうる。公正価値または使用価値は，当該資産で期待
される将来キャッシュフローの現在価値で推定できるし，これに対しては下
のパラグラフ154以下で具体的に記述される。営業活動で発生する販売保証
引当負債のような長期負債の場合も，推定誤差の問題が深刻ではなければ公
正価値または企業特有価値による測定が望ましい。
現在価値の測定
15里．将来キャッシュブ1］一の現在価値を測定するためには，将来の期間別
　キャッシュフローの予想額，貨幣の時間価値，そして将来キャッシュフロー
　に関する不確実性（リスク）の三つの要素が考慮されなければならない。貨
　幣の時聞価値は，将来キャッシュフローの割引過程においていつも割引率の
　一部として反映される。将来キャッシュフローの予想額は，発生可能な
　キャッシュフローの大きさとその発生確率を反映するキャッシュフローの期
　待値である。そしてリスクは，発生可能な将来キャッシュフローの大きさが
　キャッシュフロー期待値と比べてどの程度違うかなどに関するものであり，
　その差の分布が広いほどリスクが大きいと認識される。
155．期待される将来キャヅシュフローとりスクの大きさを考慮して現在価値を
　測定するには，次のように代替的方法が用いられることができる。
　（・〕名目キャッシュフローを割引する方法：契約などによって将来の名目
　　キャッシュフローの大きさが決まっている場合，その名目キャッシュフ
　　ロ』をリスク調整劃引率で割引いて現在価値を測定することができる。こ
　　のとき適用されるリスク調整割引率は，貨幣の時間価値に関する無リスク
　　利子率，キャッシュフロー期待値が名目キャヅシュフローと違う可能性，
　　そしてリスクの大きさをもみな反映する割引率である。
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（b）キヤッシュフローの期待値を割引する方法：この方法では，名目キャッ
　　シュフローではなくキャッシュフローの期待値が分子で使われ，分母に使
　　われる割引率は，無リスク利子率とリスクに対する補償要素のみを含むよ
　　うになる。
（・）確実性等価額で測定されたキャッシュフローを割引する方法：この方法
　　では，キャッシュフローの期待値からリスク調整額を差引して測定される
　　確実性等価額を分子で使い，分母では無リスク利子率を割引率に使う。
156，概念的に上の三方法は，同じ現在価値の測定方法である。しかし，資産・
　負債の性格によって1つの方法が他の方法より信頼筏の高い測定績果を提供
　する場含がある。例えば，金融資産と金融負債の場合は，大部分契約によっ
　て名目キャッシュフローが与えられているだけでなく，類似の資産または負
　債の市場利子率が観測できる。したがって，かかる資産と負債に対しては名
　目キャッシュフローを類似の資産または負債の現行市場利子率で割引する方
　法が，キャッシュフローの期待値を測定しなければならない方法に比べて使
　いやすく，公正価値の推定の信頼性ももっと高くなることがありうる。
！57。営業活動に使われる長期資産・負債の場合には，大部分名目キャッシュフ
　ローが与えられていないので，キャッシュフロー期待値または確実性等価額
　を割引する方法が使われなければならないであろう。前者の方法ではリスク
　要素を含むリスク調整割引率が使われる一方、後者の方法では無リスク利子
　率だけが用いられるので，割引率の測定における難しさが減少される。無リ
　スク利子率は呈国債の収益率で測定されることができる⑪しかし，後者の方
　法では，キャッシュフローの期待値を確実性等櫛額で調整しなければならな
　い困難さがある。したがって，どの方法を使うのかは，測定状況によって判
　断されなければならないし，リスク調整割引率対確実性等価額の錐定誤差の
　相対的大きさを考慮して，現在価値の測定値の信頼性がもっと高い方法が遺
　用さ牝なければならない。
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